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「病院会計準則等の見直しに関して（中間報告）」の公表 
 

平 成 １ ４ 年 ６ 月 ２ ６ 日 

四 病 院 団 体 協 議 会 

 
 病院会計準則研究委員会（以下、委員会と略称）は、四病院団体協議会の委員会と

して現在までに１５回の委員会と公認会計士たる委員による８回の検討会を開催し

た。また、委員会による研究過程において「医療法人会計基準」制定の必要性が認識

されたため、平成１４年３月より委員会の下に「医療法人会計基準研究分科会」が設

置され現在までに３回の分科会が開催されている。 

中間報告は、以上の検討結果をとりまとめたものである。 
 

○病院会計準則見直しの必要性について 

前回の改正から２０年を経過し、医療施設機能の類型化、介護保険創設による医療

サービスの構造変化等病院を取り巻く内外の環境は大きく変化しているとともに、企

業会計のみならず公会計や非営利会計の分野においても会計基準の変更がなされて

いる。 
こうした状況を踏まえ四病院団体協議会として公認会計士・病院経理実務担当者等

を構成員とする病院会計準則研究委員会を設置した。検討の結果、病院会計準則の見

直しと「医療法人会計基準」の制定が必要ではないかとの結論に至った。 

中間報告では、病院会計準則の見直しの方向性及び「医療法人会計基準」の試案を

示しているが、委員会ではこれと異なる意見が表明されている場合もあり、その詳細

に関しては中間報告・本文並びに解説を参照されたい。また、財務諸表の作成基準の

適用面での具体的検討は中間報告においては結論が出されていないが、規模等の要素

を加味せずにすべての病院に対して一律的に適用することは実務的に不可能であり、

合理的でないということは重要であり、強調すべき点であると考える。 
今後、時代の要請により病院会計準則の改正が行われる際には「介護老人保健施設

会計・経理準則」及び「指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計・経

理準則」の改正も必要となる。 
 

  ※「病院会計準則」について 

    昭和４０年に厚生省医務局長通知として制定され、昭和５８年に改正されている（昭和

５８年８月２２日医発第８２４号）。当初より企業会計方式を採用し収支計算書ではなく
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「損益計算書」を経営成績を表示するための財務諸表としている。また、病院のための“施

設会計の基準”として制定されており、第２条第２項に「病院の経営責任者は、当該病院

の会計規則を定める場合には、この会計準則に従うものとする。」と規定されている。 

 

○病院会計準則の性格と位置付け 

（１）病院会計は、「非営利組織会計」であるが企業会計との差異は最小限に留め

る。 

（２）病院会計は、「施設会計」であり、病院会計準則は、原則的に単一施設の会

計基準である。 

（３）病院会計は異なる開設主体に適用される施設会計であるが、でき得る限り開

設主体間の比較可能性を確保する。 

 

    ※公的・民間等病院開設主体の全体について可能な限り財務諸表の表示形式を統一す

ることが必要との見解に達した。 

 
○財務諸表体系等の見直しについて 

（１）施設会計基準であるため「利益処分計算書又は損失金処理計算書」は財務

諸表としない。 
（２）「キャッシュ･フロー計算書」を財務諸表に加える。 
（３）「付属明細表」「重要な会計方針、注記」を充実する。 
（４）勘定科目の見直しと整備等個別項目の再検討をおこなう。 

 
中間報告では、上記の観点から見直しを行い病院会計のあるべき財務諸表の姿と考

えられる具体的様式の一案を「見直しのイメージ」として取りまとめた。 
 
［病院会計準則により病院が作成すべき財務諸表（案）］ 

  １．貸借対照表 

２．損益計算書 

３．キャッシュ・フロー計算書 

４．付属明細表 

※「重要な会計方針、注記」に関してはその内容を充実する。 
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○「医療法人会計基準」制定の必要性について 
全病院の６割近くを開設する民間病院の中核的開設主体たる医療法人は、社会保障

制度改革や医療需要の変化等によりその業務内容に大きな変化が生じている。特に、

平成１２年４月に施行された介護保険制度の下において介護老人保健施設の７割、訪

問看護ステーションの６割についても医療法人が開設・運営するという状況は事業の

多様化を証明している。 
このため、病院会計準則と整合性を持つ「医療法人会計基準」の制定により医療法

人の財政状態及び経営成績を適正に把握できる基準を明らかにすることが必要であ

るとの結論に達し「医療法人会計基準」のイメージを明確にするため「医療法人会計

基準」試案を作成した。 
 
 
 
 

以  上 



 
 
 

   

「病院会計準則等の見直しに関して（中間報告）」概要 
 

平 成 １ ４ 年 ６ 月 ２ ６ 日 

四 病 院 団 体 協 議 会 

病院会計準則研究委員会 

 
 病院会計準則研究委員会（以下、委員会と略称）は、四病院団体協議会の委員会と

して現在までに１５回の委員会と公認会計士たる委員による８回の検討会を開催し

た。また、委員会による研究過程において「医療法人会計基準」制定の必要性が認識

されたため、平成１４年３月より委員会の下に「医療法人会計基準研究分科会」が設

置され現在までに３回の分科会が開催されている。 

中間報告は、以上の検討結果をとりまとめたものである。 

以下にその概要と「病院会計準則」見直しのイメージ並びに「医療法人会計基準」

のイメージを整理する。 
 

○病院会計準則見直しの必要性について 

前回の改正から２０年を経過し、医療施設機能の類型化、介護保険創設による医療

サービスの構造変化等病院を取り巻く内外の環境は大きく変化しているとともに、企

業会計のみならず公会計や非営利会計の分野においても会計基準の変更がなされて

いる。 
こうした状況を踏まえ四病院団体協議会として公認会計士・病院経理実務担当者等

を構成員とする病院会計準則研究委員会を設置した。検討の結果、病院会計準則の見

直しと「医療法人会計基準」の制定が必要ではないかとの結論に至った。 
中間報告では、病院会計準則の見直しの方向性及び「医療法人会計基準」の試案を

示しているが、委員会ではこれと異なる意見が表明されている場合もあり、その詳細

に関しては中間報告・本文並びに解説を参照されたい。また、財務諸表の作成基準の

適用面での具体的検討は中間報告においては結論が出されていないが、規模等の要素

を加味せずにすべての病院に対して一律的に適用することは実務的に不可能であり、

合理的でないということは重要であり、強調すべき点であると考える。 
今後、時代の要請により病院会計準則の改正が行われる際には「介護老人保健施設

会計・経理準則」及び「指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計・経

理準則」の改正も必要となる。 
 



 
 
 

   

  ※「病院会計準則」について 

    昭和４０年に厚生省医務局長通知として制定され、昭和５８年に改正されている（昭和

５８年８月２２日医発第８２４号）。当初より企業会計方式を採用し収支計算書ではな

く「損益計算書」を経営成績を表示するための財務諸表としている。また、病院のため

の“施設会計の基準”として制定されており、第２条第２項に「病院の経営責任者は、

当該病院の会計規則を定める場合には、この会計準則に従うものとする。」と規定され

ている。 

 

○病院会計準則の性格と位置付け 

（１）病院会計は、「非営利組織会計」であるが企業会計との差異は最小限に留め

る。 

（２）病院会計は、「施設会計」であり、病院会計準則は、原則的に単一施設の会

計基準である。 

（３）病院会計は異なる開設主体に適用される施設会計であるが、でき得る限り開

設主体間の比較可能性を確保する。 

 

    ※公的・民間等病院開設主体の全体について可能な限り財務諸表の表示形式を統一す

ることが必要との見解に達した。 

 
○財務諸表体系等の見直しについて 

（１）施設会計基準であるため「利益処分計算書又は損失金処理計算書」は財務

諸表としない。 
（２）「キャッシュ･フロー計算書」を財務諸表に加える。 
（３）「付属明細表」「重要な会計方針、注記」を充実する。 
（４）勘定科目の見直しと整備等個別項目の再検討をおこなう。 
 
中間報告では、上記の観点から見直しを行い病院会計のあるべき財務諸表の姿と考

えられる具体的様式の一案を「見直しのイメージ」として取りまとめた。具体的な財

務諸表のイメージは、［資料１］「病院会計準則」の見直しイメージに明示しているが

作成すべき財務諸表として考えられるものは次のとおりである。 
 
 
 



 
 
 

   

［病院会計準則により病院が作成すべき財務諸表（案）］ 
  １．貸借対照表 

２．損益計算書 

３．キャッシュ・フロー計算書 

４．付属明細表 

※「重要な会計方針、注記」に関してはその内容を充実する。 
 

また、病院会計準則の構成に関しては昭和５８年改正時点の趣旨を踏襲し、「でき

る限り病院会計準則自体を体系的に整備し、特に企業会計原則を参照する必要のない

ような網羅的なもの」とすることを重視し、改正が行われる場合には従来通りの構成

が望ましい結論した。 

現行病院会計準則の構成は下記のとおりである。 

［病院会計準則の構成］ 
１．病院会計準則・本文 
２．別表第１・財務諸表科目 
３．別表第２・財務諸表の様式 
４．病院会計準則注解 

 
○病院会計準則・見直し内容 

 １．非営利事業と企業会計原則 

２．施設の会計原則と開設主体の会計原則 

３．異なる開設主体間での比較可能性 

 ４．キャッシュ・フロー計算書 

 ５．附属明細表と重要な会計方針、注記 

 ６．個別の会計処理 

（１）病院事業における会計区分について 

（２）経常的補助金・負担金の取扱いについて 

（３）施設設備取得に係る国庫補助金等の会計処理について 

（４）消費税に対する考え方 

（５）本部費の取扱い 

（６）部門間（施設間）取引に関する取扱い 

（７）移行時処理に関する特例措置 

 



 
 
 

   

○最近の企業会計の動向との整合性についての検討 

１．退職給付会計 

２．課税法人における税効果会計 

３．金融商品会計（時価会計） 

４．キャッシュ・フロー計算書 

５．「公正なる会計慣行」への斟酌規定（リース会計、その他） 
  ６．連結財務諸表 
 
○「医療法人会計基準」制定の必要性について 

全病院の６割近くを開設する民間病院の中核的開設主体たる医療法人は、社会保障

制度改革や医療需要の変化等によりその業務内容に大きな変化が生じている。特に、

平成１２年４月に施行された介護保険制度の下において介護老人保健施設の７割、訪

問看護ステーションの６割についても医療法人が開設・運営するという状況は事業の

多様化を証明している。 
このため、病院会計準則と整合性を持つ「医療法人会計基準」の制定により医療法人

の財政状態及び経営成績を適正に把握できる基準を明らかにすることが必要である

との結論に達した。 
 
 

「医療法人会計基準」のイメージ作成段階での検討事項の概要  

１．「医療法人会計基準」策定の前提 

 ２．医療事業と施設別事業 

３．財務諸表の構成と附属明細表の位置付け 

４．付帯事業に関する考え方の統一 

５．収益事業（業務）に関する取扱い 

６．セグメント情報について 

７．連結財務諸表について 

８．小規模医療法人に対する特例措置 

 
 
医療法人が作成すべき具体的な財務諸表のイメージは、［資料２］「医療法人会計基

準」のイメージに明示している。 
 



 
 
 

   

○主な開設主体における病院会計準則の適用状況について 
 
１．国立病院（独立行政法人） 

２．自治体立病院 

３．日本赤十字社立病院 

４．社会福祉法人恩賜財団済生会立病院 

５．厚生農業協同組合連合会立病院 

６．全国社会保険協会連合会立病院 

７．公益法人立病院 

８．医療法人立病院 

９．学校法人立病院 

10．個人立病院 

11．株式会社立病院 

 

 

 

［資料１］ 「病院会計準則」見直しのイメージ 

 

 

［資料２］ 「医療法人会計基準」のイメージ 

 

 

 

 

 

以  上 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［資料１］「病院会計準則」見直しイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



「病院会計準則」見直しのイメージ 
 

現 行   病 院 会 計 準 則 改   定   案    
 

 
 

財 務 諸 表 の 体 系 
 

○ 損 益 計 算 書 
 
 

○ 貸 借 対 照 表 
 
 

○ 利益金処分計算書又は損失金処理計算書 
 
 
 
 
 

○ 重 要 な 会 計 方 針 、 注 記 
 
 
 

○ 附 属 明 細 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

財 務 諸 表 の 体 系 
 

○ 貸 借 対 照 表 
 
 

○ 損 益 計 算 書 
 
 
 
 
 

○ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
 
 

○ 重 要 な 会 計 方 針 、 注 記 
 
 
 

○ 附 属 明 細 表 

 

 

 

 

  ※以下の現行・改定案の対照は、現行に対する改定案の 
   対比の形式となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



病 院 名 

損 益 計 算 書 
 

自 平成×年×月×日  至 平成×年×月×日 

 
医 業 損 益 計 算 

 

Ⅰ 医業収益 

 １．入院料収益                  ××× 

 ２．入院診察収益                 ××× 

 ３．室料差額収益                 ××× 

 ４．外来診療収益                 ××× 

 ５．保健予防活動収益               ××× 

 ６．医療相談収益                 ××× 

 ７．受託検査・施設利用収益            ××× 

 ８．その他の医業収益               ××× 

     合  計                 ××× 

 ９．保険等査定減                  ××  ××× 

 

Ⅱ 医業費用 

 １．給与費 

   常勤職員給与            ××× 

    医 師 給           ××× 

    看 護 婦 給           ××× 

    医療技術員給           ××× 

    事 務 員 給           ××× 

    技能労務員給           ××× 

非常勤職員給与           ××× 

    医 師 給           ××× 

    看 護 婦 給           ××× 

    医療技術員給           ××× 

    事 務 員 給           ××× 

    技能労務員給           ××× 

   退職給与引当金繰入         ××× 

   法定福利費            ×××  ××× 

 ２．材 料 費 

    医 薬 品 費           ××× 

    給食用材料費           ××× 

    診療材料費           ××× 

    医療消耗器具備品費        ×××  ××× 

３．経 費 

    福利厚生費           ××× 

    旅費交通費           ××× 

    職員被服費           ××× 

    通 信 費           ××× 

    消 耗 品 費           ××× 

    消耗器具備品費          ××× 

    車 両 費           ××× 

    会 議 費           ××× 

    光 熱 水 費           ××× 

病 院 名 

損 益 計 算 書 
 

自 平成×年×月×日  至 平成×年×月×日 

事 業 損 益 計 算 
医 業 損 益 計 算 

 

Ⅰ 医業収益 

 １．入院診療収益                 ××× 

 ２．室料差額収益                 ××× 

 ３．外来診療収益                 ××× 

 ４．保健予防活動収益               ××× 

 ５．受託検査・施設利用収益            ××× 

 ６．その他の医業収益               ××× 

     合  計                 ××× 

 ７．保険等査定減                  ××  ××× 

 

 

Ⅱ 医業費用 

 １．給与費 

    給 料           ××× 

    賞 与           ××× 

    賞与引当金繰入額         ××× 

    退職給付費用           ××× 

    法定福利費           ×××  ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．材 料 費 

    医 薬 品 費           ××× 

    診療材料費           ××× 

    医療消耗器具備品費        ××× 

    給食用材料費           ×××  ××× 

３．委 託 費 

    検査委託費           ××× 

    給食委託費           ××× 

    寝具委託費           ××× 

    医事委託費           ××× 

    清掃委託費           ××× 

    保守委託費           ××× 

    その他の委託費          ×××  ××× 

４．設備関係費 

    減価償却費           ××× 

    機器賃借料           ××× 



    修 繕 費           ××× 

    賃 借 料           ××× 

    保 険 料           ××× 

    交 際 費           ××× 

    諸 会 費           ××× 

    租 税 公 課           ××× 

    徴収不能損失           ××× 

    雑 費           ×××  ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．委 託 費 

    委 託 費                ××× 

 

 

 

 

５．研究研修費 

    研究材料費           ××× 

    謝 金           ××× 

    図 書 費           ××× 

    旅費交通費           ××× 

    研 究 雑 費           ×××  ××× 

６．減価償却費 

    建物減価償却費          ××× 

    建物付属設備減価償却費      ××× 

    構築物減価償却費         ××× 

    医療用器械備品減価償却費     ××× 

    車両船舶減価償却費        ××× 

    その他の機関備品減価償却費    ××× 

    放射性同位元素減価償却費     ××× 

    その他の有形固定資産減価償却   ××× 

    無形固定資産減価償却       ××× ××× 

 ７．本 部 費 

    本 部 費                   ××× 

 ８．役員報酬 

    役 員 報 酬               ×××  ××× 

     医業利益（又は医業損失）              ××× 

 

 

 

 

 

    地 代 家 賃           ××× 

    修 繕 費           ××× 

    固定資産税等           ××× 

    機器保守費           ××× 

    機器設備保険料          ××× 

    車両関係費           ×××  ××× 

  ５．研究研修費 

    研 究 費           ××× 

   研 修 費           ×××  ×××  ××× 

６．経 費 

    福利厚生費           ××× 

    旅費交通費           ××× 

    職員被服費           ××× 

    通 信 費           ××× 

    広告宣伝費           ××× 

    消 耗 品 費           ××× 

    消耗器具備品費          ××× 

    会 議 費           ××× 

    水道光熱費           ××× 

    賃 借 料           ××× 

    保 険 料           ××× 

    交 際 費           ××× 

    諸 会 費           ××× 

    租 税 公 課           ××× 

    貸 倒 損 失           ××× 

    貸倒引当金繰入額         ××× 

    寄 付 金           ××× 

    雑 費           ×××  ××× 

 

７．控除対象外消費税等               ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

     医業利益（又は医業損失）              ××× 

Ⅲ 本部費配賦額                         ××× 

      事業利益（又は事業損失）                            ××× 

 

 

 



経 常 損 益 計 算  

 

Ⅲ 医業外収益 

 １．受取利息配当金               ××× 

 ２．有価証券売却益               ××× 

 ３．患者外給食収益               ××× 

 ４．その他の医業外収益             ×××  ××× 

 

Ⅳ 医業外費用 

 １．支 払 利 息                ××× 

 ２．有価証券売却損               ××× 

 ３．患者外給食用材料費             ××× 

 ４．診療費減免                ××× 

 ５．貸 倒 損 失                ××× 

 ６．雑 損 失                ×××  ××× 

    経常利益（又は経常損失）              ××× 

 
 
 
 
 

純 損 益 計 算  

 

Ⅴ 特別利益 

 １．固定資産売却益                ××× 

 ２．補助金・負担金                ××× 

 ３．その他の特別利益               ×××  ××× 

 

Ⅵ 特別損失 

 １．固定資産売却損                ××× 

 ２．その他の特別損失               ×××  ××× 

     税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）      ××× 

     当期純利益（又は当期純損失）            ××× 

     前期繰越利益（又は前期繰越損失）          ××× 

     当期未処分利益（又は当期未処分損失）        ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経 常 損 益 計 算  

 

Ⅳ 医業外収益 
 １．受取利息配当金                ××× 
 ２．有価証券売却益                ××× 
 ３．患者外給食収益                ××× 
 ４．補助金・負担金                ××× 
 ５．その他の医業外収益              ×××  ××× 

 

Ⅴ 医業外費用 

 １．支 払 利 息                 ××× 

 ２．有価証券売却損                ××× 

 ３．患者外給食材料費               ××× 

 ４．診療費減免                 ××× 

 ５．貸 倒 損 失                 ××× 

６．貸倒引当金繰入額               ××× 

７．資産に係る控除対象外消費税等         ××× 

８．繰延消費税等償却               ××× 

９．その他医業外費用               ×××  ××× 

    経常利益（又は経常損失）               ××× 

 
 

純 損 益 計 算  

 

Ⅵ 特別利益 
 １．固定資産売却益                ××× 
 ２．施設設備補助金等収入             ××× 
３．その他の特別利益               ×××  ××× 

 

Ⅶ 特別損失 
 １．固定資産売却損                ××× 
 ２．施設設備補助金等積立金繰入額         ××× 
３．その他の特別損失               ×××  ××× 

 
     税引前当期純利益                  ××× 
     （又は税引前当期純損失） 
     法人税・住民税及び事業税負担額      ××× 
     税金等調整額               ×××  ××× 
     当期純利益（又は当期純損失）            ××× 
     前期繰越剰余金（又は前期繰越欠損金）        ××× 
     当期剰余金（又は当期欠損金）            ××× 

 
 

剰 余 金 計 算  
Ⅷ 剰余金増加額 
 １．施設設備補助金等積立金取崩額          ××× 
 ２．任意積立金取崩額                ××× 
 ３．他会計区分からの繰入金                ×××  ××× 
Ⅸ 剰余金減少額 
 １．任意積立金繰入額                ××× 
 ２．他会計区分への繰入金              ×××  ××× 
     次期繰越剰余金（又は次期繰越欠損金）         ××× 
 
 
 

 

 

 

 



病 院 名 

利益金処分計算書 
平成×年×月×日 

 

Ⅰ 当期未処分利益                ××× 

 

Ⅱ 利益処分額 

   任意積立金 

    利益準備金                ××× 

        積立金               ××× 

                          ×××  ××× 

 

Ⅲ 次期繰越利益                      ××× 

 

 

病 院 名 

損失金処理計算書 
平成×年×月×日 

 

Ⅰ 当期未処理損失                ××× 

 

Ⅱ 損失処理額 

 １．任意積立金繰入額 

    利益準備金繰入額              ××× 

        積立金繰入額            ××× 

                          ×××  ××× 

 ２．資本剰余金繰入額 

        剰余金繰入額            ×××  ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



病 院 名 

貸 借 対 照 表 
 

平成×年×月×日 

 
資 産 の 部 

 

Ⅰ 流動資産 

   現金・預金                 ××× 

   医業未収金            ××× 

    徴収不能引当金          ×××  ××× 

   未 収 金            ××× 

   受 取 手 形            ××× 

    貸倒引当金           ×××  ××× 

   有 価 証 券                 ××× 

   医 薬 品                 ××× 

   給食用材料                 ××× 

   貯 蔵 品                 ××× 

   短期貸付金                 ××× 

   前 払 金                 ××× 

   未 収 収 益                 ××× 

   前 払 費 用                 ××× 

   その他の流動資産               ××× 

    流動資産合計                    ××× 

 

 

 

 

Ⅱ 固定資産 

 １．有形固定資産 

   土地                     ××× 

   建物                ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   建物付属設備            ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   構築物               ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   医療用器械備品           ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   その他の器械備品          ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   車両船舶              ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   放射性同位元素           ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   その他の有形固定資産        ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   建設仮勘定                  ××× 

    有形固定資産合計              ××× 

 ２．無形固定資産 

病 院 名 

貸 借 対 照 表 
 

平成×年×月×日 

 
資 産 の 部 

 

Ⅰ 流動資産 
   現金・預金                 ××× 
   医業未収金            ××× 
    貸倒引当金           ×××  ××× 
   未 収 金            ××× 
    貸倒引当金           ×××  ××× 
   有 価 証 券                 ××× 
   医 薬 品                 ××× 
   診 療 材 料                 ××× 
   給 食 材 料                 ××× 
   貯 蔵 品                 ××× 
   短期貸付金            ××× 
    貸倒引当金           ×××  ××× 
   前 払 金                 ××× 
   未 収 収 益                 ××× 
   前 払 費 用                 ××× 
   繰延税金資産                 ××× 
   その他の流動資産               ××× 
    流動資産合計                     ××× 
 
 
 
 
 

Ⅱ 固定資産 

 １．有形固定資産 

   建物                ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   構築物               ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   医療用器械備品           ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   その他の器械備品          ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   車両船舶              ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   放射性同位元素           ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   その他の有形固定資産        ××× 

    減価償却累計額          ×××  ××× 

   土 地                  ××× 

   建設仮勘定                  ××× 

    有形固定資産合計              ××× 

 

２．無形固定資産 

   借地権                    ××× 



   借地権                    ××× 

   電話加入権                  ××× 

   その他の無形固定資産             ××× 

    無形固定資産合計              ××× 

 ３．その他の資産 

   長期貸付金                  ××× 

   その他の投資                 ××× 

    その他の資産合計              ××× 

     固定資産合計                   ××× 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 繰延資産  

   創立費                    ××× 

   その他の繰延資産               ××× 

    繰延資産合計                    ××× 

     資産合計                     ××× 

 

 

負 債 の 部 
 

Ⅰ 流動負債 

   買 掛 金                 ××× 

   支 払 手 形                 ××× 

   未 払 金                 ××× 

   短期借入金                 ××× 

   預 り 金                 ××× 

   従業員預り金                 ××× 

   未 払 費 用                 ××× 

   前 受 収 益                 ××× 

   修繕引当金                 ××× 

   賞与引当金                 ××× 

   その他の引当金                ××× 

   その他の流動負債               ××× 

    流動負債合計                    ××× 

 

Ⅱ 固定負債 

   長期借入金                 ××× 

   長期未払金                 ××× 

   退職給与引当金                ××× 

   その他の固定負債               ××× 

    固定負債合計                    ××× 

     負債合計                     ××× 

 

 

 

   ソフトウェア                 ××× 

   その他の無形固定資産             ××× 

    無形固定資産合計              ××× 

 ３．その他の資産 
   有価証券                   ××× 
   長期貸付金             ××× 
    貸倒引当金           ×××  ××× 
   長期前払費用                 ××× 
   繰延税金資産                 ××× 
   繰延消費税等                 ××× 
   その他の固定資産               ××× 
    その他の資産合計              ××× 
     固定資産合計                    ××× 
 
 
 
  
Ⅲ 繰延資産 

   開業費                    ××× 

   その他の繰延資産               ××× 

    繰延資産合計                     ××× 

     資産合計                      ××× 

 

 

 
負 債 の 部 

 

Ⅰ 流動負債 
   買 掛 金                 ××× 
   支 払 手 形                 ××× 
   未 払 金                 ××× 
   短期借入金                 ××× 
  預 り 金                 ××× 

   従業員預り金                 ××× 
   未 払 費 用                 ××× 
   未払法人税等                 ××× 
   未払消費税等                 ××× 
   繰延税金負債                 ××× 
   前 受 収 益                 ××× 
   引当金 
    修繕引当金          ×××  
    賞与引当金          ×××   ××× 

その他の流動負債               ××× 

    流動負債合計                     ××× 

 

Ⅱ 固定負債 
   長期借入金                 ××× 
   長期未払金                 ××× 
   引当金 
   退職給付引当金               ××× 

   繰延税金負債                 ××× 
   その他の固定負債               ××× 
    固定負債合計                     ××× 
     負債合計                      ××× 
 
 
 
 



資 本 の 部 
 

Ⅰ 資 本 金                       ××× 

 

Ⅱ 資本剰余金 

   国庫等補助金                 ××× 

   指定寄付金                  ××× 

   その他の資本剰余金              ××× 

    資本剰余金合計                   ××× 

 

Ⅲ 利益剰余金                   ××× 

   任意積立金                  ××× 

   当期未処分利益                ××× 

    利益剰余金合計                   ××× 

     資本合計                     ××× 

      負債・資本合計                 ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

資 本 の 部 
 

Ⅰ 出資金（又は基金）又は元入金               ××× 

 

Ⅱ 資本剰余金 

    保険差益積立金                 ××× 

   その他の資本剰余金              ××× 

    資本剰余金合計                    ××× 

 

Ⅲ 施設設備補助金等積立金                   ××× 

 

Ⅳ 利益剰余金                    

   任意積立金 

特別償却積立金          ××× 

別途積立金            ×××  ××× 

   次期繰越剰余金（又は次期繰越欠損金）     ××× 

    利益剰余金合計                    ××× 

 

Ⅴ 有価証券評価差額金                    ××× 

     資本合計                       ××× 

     負債・資本合計                     ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病 院 名 
キャッシュ・フロー計算書（直接法） 

 
自 平成×年×月×日  至 平成×年×月×日 

 
Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー 
    医業収入              ××× 
    補助金負担金収入          ××× 
    給与費の支出         △  ××× 
    材料の仕入れによる支出    △  ××× 
    委託取引による支出      △  ××× 
    その他の医業活動による支出  △  ××× 
         小    計       ××× 
    利息及び配当の受取額        ××× 
    利息の支払額         △  ××× 
    損害賠償金の支払額      △  ××× 
    その他の医業外収入         ××× 
    その他の医業外活動による支出 △  ××× 
    法人税等の支払額       △  ××× 
       事業活動によるキャッシュ・フロー ××× 
 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    定期預金預入支出       △  ××× 
    定期預金払戻収入          ××× 
    有価証券取得支出       △  ××× 
    有価証券売却収入          ××× 
    固定資産取得支出       △  ××× 
    固定資産売却収入          ××× 
    施設設備補助金等収入        ××× 
    貸付金支出          △  ××× 

貸付金回収収入           ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
       投資活動によるキャッシュ・フロー ××× 
 
Ⅲ 財務活動等によるキャッシュ・フロー 
 １ 財 務 活 動 等 収 入 
    短期借入金収入           ××× 
    短期借入金返済支出         ××× 
    長期借入金収入           ××× 
    長期借入金返済支出         ××× 
    追加出資等収入           ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
       財務活動等によるキャッシュ・フロー ××× 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額       ××× 
 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高      ××× 
 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高      ××× 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病 院 名 
キャッシュ・フロー計算書（間接法） 

 
自 平成×年×月×日  至 平成×年×月×日 

 
Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー 
    税引前当期純利益       ××× 
     （又は税引前当期純損失） 
    減価償却費             ××× 
    貸倒引当金の増加額         ××× 
    賞与引当金の増加額         ××× 
    退職給付引当金の増加額       ××× 
    受取利息及び配当金      △  ××× 
    支払利息              ××× 
    有形固定資産売却益      △  ××× 
    有形固定資産売却損         ××× 

施設整備等補助金          ××× 
施設整備等補助金等積立金繰入額△  ××× 

    損害賠償損失            ××× 
    医業未収金の増加額      △  ××× 
    たな卸資産の増加額      △  ××× 
    仕入債務の増加額          ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
         小    計       ××× 

利息及び配当の受取額        ××× 
    利息の支払額         △  ××× 
    損害賠償金の支払額      △  ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
    法人税等の支払額       △  ××× 
       事業活動によるキャッシュ・フロー ××× 
 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    定期預金預入支出       △  ××× 
    定期預金払戻収入          ××× 
    有価証券取得支出       △  ××× 
    有価証券売却収入          ××× 
    固定資産取得支出       △  ××× 
    固定資産売却収入          ××× 
    施設設備補助金等収入        ××× 
    貸付金支出          △  ××× 

貸付金回収収入           ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
       投資活動によるキャッシュ・フロー ××× 
 
Ⅲ 財務活動等によるキャッシュ・フロー 
 １ 財 務 活 動 等 収 入 
    短期借入金収入           ××× 
    短期借入金返済支出         ××× 
    長期借入金収入           ××× 
    長期借入金返済支出         ××× 
    追加出資等収入           ××× 
    ・・・・・・・           ××× 
       財務活動等によるキャッシュ・フロー ××× 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額        ××× 
 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高       ××× 
 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高       ××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注 記 事 項 
 

重要な会計方針   

 

 

会計方針の変更   

 

 

重要な後発事象   

 

 

 

 

貸借対照表関係   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 記 事 項 
 

重要な会計方針   

 

 

会計方針の変更   

 

 

重要な後発事象   

 

追加情報   

 土地・建物の無償使用等を行っている場合、その旨 

 

貸借対照表関係   

 

 

損益計算書関係   

 

 

キャッシュ･フロー計算書関係   

 

 

リース取引関係   

 

 

税効果会計関係   

 

 

退職給付関係   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



附 属 明 細 表 
 

附属明細表の体系 
 

○ 有形固定資産明細表 
 

○ 無形固定資産明細表 
 

○ 任意積立金明細表 
 

○ 減価償却費明細表 
 

○ 引当金明細表 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 属 明 細 表 
 

附属明細表の体系 
 

○ 有形固定資産等明細表 
○ リース資産明細表 
○ 貸付金明細表 
○ 借入金明細表 
○ 剰余金明細表 
○ 引当金明細表 
○ 補助金明細表 
○ 資産につき設定している担保権の明細表 
○ 給与費明細表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附属明細表の様式 
 

有形固定資産明細表 
 
資産の種

類 
期首残高 

当期増加

額 
当期減少

額 
期末残高 

減価償却 
累計額 

差引期末 
残高 

適  用 

 
円 円 円 円 円 円  

        
計        

 

 

無形固定資産明細表 
 

資産の種類 取得原価 当期増加額 当期減少額 
減価償却 
累計額 

期末残高 適  用 

 
円 円 円 円 円  

       
計       

 

 

任意積立金明細表 
 
区    分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 適    用 

 
円 円 円 円  

      

      

      

      
計      

 

 

 

 
 
 

減 価 償 却 明 細 表 
 

償却範囲額に対する 
過不足額 資産の種

類 
取得原価 

当期償却

額 
償却累計

額 
当期末残

高 
償却累計

率 当 期 

分 
累   

計 

 
円 円 円 円  

円 円 

        

        
計        

 

 

引 当 金 明 細 表 
 

当 期 減 少 額 
区   分 期首残高 当期増加額 

目的使用 そ の 他 
期末残高 適   用 

 
円 円 円 円 円  

       

       

       

       

附属明細表の様式 
 

有形固定資産等明細表 
 

減価償却累計額又は

資産の種類 
期 首

残 高

当 期

増加額

当 期

減少額

期 末

残 高
償却累計額 当 期

償却額

差 引

期末残高
摘 要 

 
円 円 円 円 円 円 円

 

         

有
形
固
定
資
産 計         

         

         

無
形
固
定
資
産 計         

長期前払費用         

         
繰
延
資
産 計         

 

 

リース資産明細表 

 

資 産 の 種 類 資産の内容及び数量 当期支払リース料 未払リース料残高 

  
円 円

 

    

    

計    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸 付 金 明 細 表 
（1）長期貸付金明細表 

貸 付 先 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額
期 末 残 高 
(うち1年内返済予定額) 

 円 円 円 円 

( ) 

    ( ) 

    ( ) 

計    ( ) 

 

（2）短期貸付金明細表 

貸 付 先 期 首 残 高 期 末 残 高 増 減 額 

 
円

 
円

 
円

 

    
1 年内返済予定の 
長 期 貸 付 金    

計    

 
 
 



 

 

（注） 附属明細表の様式は、ここには代表的なものを示したものであり、前記

以外のものについては、一般に公正妥当と認められる会計の基準に従うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

借 入 金 明 細 表 
（1）長期借入金明細表 

借 入 先 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額
期 末 残 高 
(うち1年内返済予定額) 

 円 円 円 円 

( ) 

    ( ) 

    ( ) 

計    ( ) 

 

（2）短期借入金明細表 

借 入 先 期 首 残 高 期 末 残 高 増 減 額 

 
円

 
円

 
円

 

    
1 年内返済予定の 
長 期 借 入 金    

計    

 
剰 余 金 明 細 表 

 
区 分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

保険差益積立金 
円 円 円 円

 

      

      

資

本

剰

余

金 小  計      

施設設備補助金等積立金      

特別償却積立金      

別 途 積 立 金      

      

利

益

剰

余

金 小  計      

計      

 

 

引 当 金 明 細 表 
 

当 期 減 少 額 
区   分 期首残高 当期増加額 

目的使用 そ の 他 
期末残高 摘  要 

 
円 円 円 円 円  

       

       

       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



補 助 金 明 細 表 
 

種 類 交 付 元 補助総額
当  期

収 入 額
未交付額 補助金交付基準の概要 

  円 円 円  

      

施

設

整

備 小  計 
     

      

      

運

営

費 小  計 
     

計 
     

 

 

資産につき設定している担保権の明細表 
 

担 保 に 供 し て い る 資 産 担保権によって担保されている債務 

種  類 期末帳簿価額 担保権の種類 内  容 期 末 残 高 

 
円

  
円

 

     

     

計   計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給 与 費 明 細 表 
 
 給   料 賞与 賞与引

当金繰

入額 

退職給

付費用

小計 法定福利

費 

計 

医    師      

看  護  師      

医療技術員      

事   務   員      

技能労務員      

そ   の   他      

  

計        

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［資料２］「医療法人会計基準」のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅰ　流　動　資　産
×××

×××
××× ×××
×××
××× ×××

×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××

×××
××× ×××
×××
××× ×××

×××
×××

Ⅱ　固　定　資　産
1　有形固定資産

×××
××× ×××
×××
××× ×××
×××
××× ×××
×××
××× ×××
×××
××× ×××
×××
××× ×××
×××
××× ×××

×××
×××
×××

2　無形固定資産
×××
×××
×××
×××

3　その他資産
×××

×××
××× ×××
×××
××× ×××

×××
×××
×××
×××
×××

×××
Ⅲ　繰　延　資　産

×××
×××

×××
×××

流 動 資 産 合 計

その他資産合計

無形固定資産合計

有形固定資産合計

資 産 合 計

長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

そ の 他 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産 合 計

開 業 費
そ の 他 繰 延 資 産

繰 延 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金
長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他 無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

役員・従業員長期貸付金

そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

土 地
建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 船 舶
減 価 償 却 累 計 額

放 射 性 同 位 元 素
減 価 償 却 累 計 額

医 療 用 器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

役員・従業員短期貸付金

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金
そ の 他 流 動 資 産

未 収 収 益

貸 倒 引 当 金

診 療 材 料

貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用

有 価 証 券
医 薬 品

給 食 材 料

繰 延 税 金 資 産

事 業 未 収 金
貸 倒 引 当 金

未 収 金
貸 倒 引 当 金

貸　　借　　対　　照　　表
平成×年×月×日

現 金 及 び 預 金

科 目 金 額

（資　　産　　の　　部）



Ⅰ　流　動　負　債
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××

×××
××× ×××

×××
×××

Ⅱ　固　定　負　債
×××
×××
×××
×××

×××
×××

×××
×××

Ⅰ　出資金（又は基金） ×××
Ⅱ　資 本 剰 余 金

×××
×××

×××
Ⅲ　 施設設備補助金等積立金 ×××
Ⅳ　利 益 剰 余 金

×××
××× ×××

次期繰越剰余金（次期繰越欠損金） ×××
×××

Ⅴ　有価証券評価差額金 ×××
×××
×××

科 目 金 額

（資　　本　　の　　部）

（負　　債　　の　　部）

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計
そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

長 期 借 入 金

任 意 積 立 金

資 本 合 計
負債・資本合

資本剰余金合計

利益剰余金合計

長 期 未 払 金
繰 延 税 金 負 債

そ の 他 資 本 剰 余 金

買 掛 金
支 払 手 形
未 払 金

役員・従業員短期借入金

従 業 員 預 り 金
前 受 収 益

短 期 借 入 金

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債
前 受 金
預 り 金

保 険 差 益 積 立 金

特 別 償 却 積 立 金
別 途 積 立 金

未 払 消 費 税 等

引 当 金
修 繕 引 当 金
賞 与 引 当 金

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

役員・従業員長期借入金



Ⅰ　

1 ×××
2

(1) ×××
(2) ×××
(3) ×××
(4) ×××
(5) ×××
(6) ×××
(7) ××× ×××

×××
Ⅱ　

1 ×××
2

(1) ×××
(2) ×××
(3) ×××
(4) ×××
(5) ×××
(6) ×××
(7) ××× ×××

×××

Ⅲ　

1 ×××
2

(1) ×××
(2) ×××
(3) ×××
(4) ×××
(5) ×××
(6) ×××
(7) ××× ×××

×××

Ⅳ　

1 ×××
2

(1) ×××
(2) ×××
(3) ×××
(4) ×××
(5) ×××
(6) ××× ×××

××× ×××

Ⅴ　 ×××
×××

金 額

施 設 運 営 事 業 利 益
（又は施設運営事業損失）

材 料 費
委 託 費
設 備 関 係 費
研 究 研 修 費

医 業 収 益
医 業 費 用

科 目

経 費

給 与 費
材 料 費
委 託 費

給 与 費
材 料 費
委 託 費

施 設 運 営 事 業 収 益
施 設 運 営 事 業 費 用

医 業 損 益

施設運営事業損益

給 与 費

医 業 利 益 （ 又 は 医 業 損 失 ）
控除対象外消費税等

経 費

付 帯 事 業 利 益
（ 又 は 付 帯 事 業 損 失 ）

附 帯 事 業 収 益
附 帯 事 業 費 用

委 託 費
設 備 関 係 費
研 究 研 修 費

控除対象外消費税等

控除対象外消費税等

本 部 費

収 益 事 業 費 用

設 備 関 係 費
経 費

収 益 事 業 利 益
（ 又 は 収 益 事 業 損 失 ）

事 業 利 益 （ 又 は 事 業 損 失 ）

控除対象外消費税等

収 益 事 業 収 益

材 料 費

損　　益　　計　　算　　書
自　平成×年×月×日　 至　平成×年×月×日

給 与 費

附 帯 事 業 損 益

収 益 事 業 損 益

経 費

設 備 関 係 費
研 究 研 修 費



Ⅵ　

1 ×××
2 ×××
3 ×××
4 ×××
5 ××× ×××

Ⅶ　

1 ×××
2 ×××
3 ×××
4 ×××
5 ×××
6 ×××
7 資産に係る控除対象外消費税等 ×××
8 ×××
9 ××× ×××

×××
Ⅷ　

1 ×××
2 ×××
3 ××× ×××

Ⅸ　

1 ×××
2 施設設備補助金等積立金繰入額 ×××
3 ××× ×××

×××

×××
××× ×××

×××
前期繰越剰余金（又は前期繰越欠損金） ×××

×××
Ⅹ　

1 施設設備補助金等積立金取崩額 ×××
2 ××× ×××

ⅩI

1 ×××
次期繰越剰余金（又は次期繰越欠損金） ×××

そ の 他 事 業 外 収 益

当期剰余金（又は当期欠損金）

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税
（又は税引前当期純損失）

有 価 証 券 売 却 損
患 者 外 給 食 材 料 費

固 定 資 産 売 却 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

患 者 外 給 食 収 益
補 助 金 ・ 負 担 金 収 益

事 業 外 費 用

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ）

支 払 利 息

特 別 利 益

診 療 費 減 免 額
貸 倒 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 事 業 外 費 用
繰 延 消 費 税 等 償 却

任 意 積 立 金 繰 入 額

任 意 積 立 金 取 崩 額

有 価 証 券 売 却 益

事 業 外 収 益

施設設備補助金等収入

税 金 等 調 整 額

そ の 他 の 特 別 利 益

剰 余 金 減 少 額

当期純利益（又は当期純損失）

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

剰 余 金 増 加 額

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 の 特 別 損 失



Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

事業収入 ×××

補助金・負担金による収入 ×××

人件費の支出 △×××

材料の仕入れによる支出 △×××

委託取引による支出 △×××

その他の事業活動による支出 △×××

×××

利息及び配当金の受取額 ×××

利息の支払額 △×××

損害賠償金の支払額 △×××

その他の事業外収入 ×××

その他の事業外活動による支出 △×××

法人税等の支払額 △×××

事業活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △×××

定期預金の払戻による収入 ×××

有価証券の取得による支出 △×××

有価証券の売却による収入 ×××

有形固定資産の取得による支出 △×××

有形固定資産の売却による収入 ×××

施設整備等補助金による収入 ×××

貸付けによる支出 △×××

貸付金の回収による収入 ×××

･････････ ×××

投資活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 ×××

短期借入金の返済による支出 △×××

長期借入れによる収入 ×××

長期借入金の返済による支出 △×××

追加出資等による収入 ×××

･････････ ×××

財務活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ×××

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） ×××

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ×××

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ×××

キャッシュ・フロー計算書
自　平成×年×月×日　 至　平成×年×月×日

小 計

区 分 金 額



Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 ×××
　（又は税引前当期純損失）
減価償却費 ×××
徴収不能引当金の増加額 ×××
貸倒引当金の増加額 ×××
賞与引当金の増加額 ×××
退職給付引当金の増加額 ×××
受取利息及び配当金 △×××
支払利息 ×××
有形固定資産売却益 △×××
有形固定資産売却損 ×××
施設整備補助金等 ×××
施設整備補助金等積立金繰入額 △×××
損害賠償損失 ×××
事業未収金の増加額 △×××
たな卸資産の増加額 △×××
仕入債務の増加額 ×××
･････････ ×××

小 計 ×××
利息及び配当金の受取額 ×××
利息の支払額 △×××
損害賠償金の支払額 △×××
･････････ ×××
法人税等の支払額 △×××

事業活動によるキャッシュ・フロー ×××
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △×××
定期預金の払戻による収入 ×××
有価証券の取得による支出 △×××
有価証券の売却による収入 ×××
有形固定資産の取得による支出 △×××
有形固定資産の売却による収入 ×××
施設整備等補助金による収入 ×××
貸付けによる支出 △×××
貸付金の回収による収入 ×××
･････････ ×××

投資活動によるキャッシュ・フロー ×××
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 ×××
短期借入金の返済による支出 △×××
長期借入れによる収入 ×××
長期借入金の返済による支出 △×××
追加出資等による収入 ×××
･････････ ×××

財務活動によるキャッシュ・フロー ×××
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ×××
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） ×××
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ×××
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ×××

キャッシュ・フロー計算書
自　平成×年×月×日　 至　平成×年×月×日

区 分 金 額



重要な会計方針
1 有価証券の評価基準及び評価方法
2 たな卸資産の評価基準及び評価方法
3 固定資産の減価償却の方法
4 繰延資産の処理方法
5 引当金の計上基準
6 収益及び費用の計上基準
7 リース取引の処理方法
8 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
9 消費税等の会計処理方法

10 その他重要な会計方針
(1) 指定老人訪問看護事業及び指定訪問看護事

業に関する損益の処理方法

会計方針の変更
1 会計処理の原則又は手続の変更 旨、理由、影響額
2 表示方法の変更 内容
3

旨、理由、影響額

重要な後発事象
1 火災・出水等による重大な損害の発生
2 重要な組織の変更
3 重要な係争事件の発生

追加情報
土地・建物の無償使用等を行っている場合 旨

貸借対照表関係
1 資産にかかわる引当金 直接控除の場合
2 有形固定資産の減価償却累計額 直接控除の場合
3 事業未収金のうち手形受取額
未収金のうち手形受取額

4 手形割引高及び裏書譲渡高
5 固定資産の耐用年数及び残存価額の変更
6 固定資産の圧縮記帳 旨、圧縮額
7 役員に対する金銭債権債務
8 担保資産
9 偶発債務 保証債務、係争事件にかかわる賠償義務等

損益計算書関係
1 控除対象外消費税等相当額 税込処理方式を採用の場合
2 固定資産売却損益の内訳 種類別表示が困難な場合

キャッシュ･フロー計算書関係
1

2

3 重要な非資金取引の内容

キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲の
変更

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係
事業の譲受け又は譲渡により増加又は減少した
資産及び負債の内訳



リース取引関係
（ファイナンス・リースについて通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っていない場合）
1
減価償却累計額相当額
残高相当額

2 未経過リース料残高相当額
3 支払リース料
減価償却費相当額
支払利息相当額

4

税効果会計関係
1

2

3 旨、修正額

4 内容、影響額

退職給付関係
1
2

3

4

事業年度末におけるリース物件の取得価額相当

減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳
法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別内訳
法人税等の税率変更により繰延税金資産及び繰
延税金負債の金額が修正された場合
決算日後に法人税等の税率変更があった場合

採用している退職給付制度の概要
退職給付債務の額
年金資産の額
退職給付引当金の額
その他の退職給付債務に関する事項
退職給付費用の額
勤務費用の額
利息費用の額
その他の退職給付費用に関する事項
割引率
期待運用収益率
退職給付見込額の期間配分方法
過去勤務債務の額の処理年数
その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する
事項




